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《論　説》
ポーランド経済の成長と地方自治政策
および地方自治体の財政状況１
田　口　雅　弘
はじめに
　本稿は，ポーランドの地方自治体財政の現状を分析するものである。
　ポーランドは，2008年の金融危機直後，EU諸国の中で唯一GDP成長率がプラスとなった国である
（2009年）。多くの投資家が，金融危機の第２局面がポーランドをはじめとする中欧諸国から起こると
予想する中，ポーランドがプラス成長を実現したことはひとつの驚きであり，その理由が注目され
た２。結果的には，堅調な輸出や個人消費が経済を下支えしたことが，諸研究によって明らかにされ
たが，地方自治体財政が比較的堅調で，これが安定のひとつの要因になってきたことはあまり指摘さ
れてこなかった。スペインをはじめとするEU中堅諸国の地方自治体財政が膨大な赤字を抱えている
中，なぜポーランドの地方自治体財政が比較的堅調だったのかは興味深いテーマである。
　そこで本稿では，ポーランド政治・経済の全般的状況を明らかにした上で，地方自治体財政の現状
を分析し，その問題点と課題を明らかにしたい。
１．ポーランド経済の全般的状況
　ポーランドは，2008年の金融危機以来，欧州の中では比較的安定した経済状況と相対的に高い成長
率を維持してきた。世界金融危機は，若干のタイムラグを伴ってポーランド経済へ影響を及ぼし，前
年同期比の成長率が一番落ち込むのは2009年第３四半期である。特に，工業部門の落ち込みが大きく，
一方で，建設，サービス業の落ち込みが比較的小さかった。世界金融危機発生当時，大きく落ち込ん
だ設備投資，民間消費の代わりに経済を支えたのは，ズウォティ安で競争力を増した輸出であった。
2009年の国内需要のGDP成長率寄与度は－1.2％であったが，外需の寄与度は2.2％であった。2009年は，
EUの中で唯一ポーランドが1.7％のプラス成長であった。2009年半ばに輸出が頭打ちになると，今度
は遅れて回復してきた国内需要，個人消費が伸びて経済成長を支えた。この間，大規模な資本逃避や
リストラは行われず，多くの企業が生産調整で危機を切り抜けた。
　現在は，南欧金融危機の影響で，通貨，株価が不安定となり，輸出減少，EU基金からの支援減少
などが懸念される。また，民間設備投資，公共投資の減少，国内需要の落ち込み，不良債権の拡大も
１　本研究は，平成23年度（2011年度）日本学術振興会特定国派遣研究者プログラムの成果の一部である。
２　この分析については，以下の文献参照：ソハ，田口［2011］。
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景気悪化を促進する要因である。ポーランド通貨のズウォティは，全般的には新興諸国通貨と同じ動
きをしている。すなわち，先進諸国からのFDIが減少して経済成長，貿易収支に懸念が出てくると，
主要先進諸国通貨に対して下落する傾向にある。
　しかしながら，ポーランドはPIIGSの債券などをあまり保有しておらず，財政赤字もリーマン・ショッ
ク以降一時的に拡大したものの，長期的には縮小が見込まれており，新興諸国の中では比較的良い条
件にある。また，ウィーン・イニシアティブ（国際金融機関，欧州銀行間で中東欧において資金回収
競争から流動性危機が起こらないよう協調して融資残高を維持することを目的とした合意）は，中東
欧の金融機関の安定に貢献した。とはいえ，ポーランド金融機関総資産の６割以上（ちなみにチェコ
では９割以上）を占める外資系銀行がギリシャ，スペイン危機で経営難に陥れば，中欧からの資金の
引き揚げなど，ポーランド金融界にも大きな影響が及ぶのは避けられないであろう。
　一方，ポーランドへのFDIは堅調で，2008年の100億8,500万ユーロから，2010年には66億8,600万ユー
ロに落ち込んだものの，2011年10月時点では推定約90億ユーロに回復してきている。投資を行う主要
諸国は年度によって変化している。ドイツ，オランダ，米国などに続き，イギリス，韓国などからの
FDIが多かったが（2010年），最近は中国，日本，インドからの投資も増えている（2011年）。多国籍
企業は，EU経済全体が不況で不透明感が増してきている中，事業を整理し始めている。その際，ドイツ，
フランス，スペインなどの事業所を閉鎖し，ポーランドに事業，生産を集中するケースが見られる。
ベルリンからの距離，市場の規模，労働力の相対的に低いコストと容易な調達，マクロ経済的な安定
などの点からポーランドが評価されていると考えられる。投資分野の変化も見られる。投資分野は，
家電，自動車などの製造業に並んで，シェアード・サービス・センター（SSC）やビジネス・プロセ
ス・アウトソーシング（BPO）などのサービス部門が増加しており，次第にソフト産業がポーランド
への投資で重要な役割を担うようになってきている。具体的には，人事給与管理，データの入出力の
処理などのバックオフィス業務のアウトソーシング，顧客サービス，コールセンターなどのフロント
オフィス業務の代行，ソフトウェアのプログラミング，企業のIT化支援，R＆D関連の企業・研究所
の設立などである。こうした背景には，高等教育を受けた労働力が多いこと，多言語対応が可能な労
図１　個人消費および粗固定資産投資の推移
 前年同期比
注：棒グラフ　粗固定資産投資　　　折線グラフ　個人消費　
出所：Instytut Nauk Ekonomicznych Polskiej Akademii Nauk ［2011］， p. 11.
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働力が多いことなどがあげられる。
　当面の経済情勢は，EU全体の景気に大きく左右されるが，2012年は2.6％（IMF予測）〜2.7％（EU
予測）のGDP成長率を達成できる見通しである。国内需要は，不況下ではあるものの，極端な落ち込
みは回避できている。貿易は，輸出の約８割がEU地域によって占められており，全体の約４分の１
がドイツである。したがって，EU諸国の景況がポーランド経済にも大きく影響してくる。また，ポー
ランド民間経営者連盟の景況感指数は2011年当初の約55ポイントから2012年半ばには約40ポイントに
低下している（50ポイントを基準に加減評価）。多くの企業で，生産調整にとどまらず，人員削減な
どの対応が検討されている。
　また，地域経済を活性化するのに，国営企業の自治体への移管による自治体の収入に加え，EU結
束基金をはじめとするEUからの資金援助は，地域経済の活性化の原動力となってきた。しかしながら，
民営化が一通り終わってこの収入源が途絶えてきたこと，リーマン・ショック以降EU基金からの支
援が頭打ちになったこと，不況下で政府が再び緊縮財政に舵を切ったことなどが影響して，ここ２年
ほどで多くの自治体が財政赤字に転落した。これにしたがって，インフラなどの地域公共事業も減少
しており，これが購買力全体にも影響を及ぼし始めている３。さらに，2012年６月にポーランドおよ
びウクライナで共同開催されたEURO2012（ヨーロッパサッカー選手権）に合わせて，開催自治体で
10年分の公共事業が前倒しで行なわれ，また高速道路建設（A2）などが急ピッチで進められたが（図
４），EURO2012以降の公共事業が減少したほか，欧州危機の影響で充分な採算が取れず，さらに近
年の世界的資材価格高騰が追い討ちをかけ，多くの地元建設業者が倒産の危機に立たされている。
２．ポーランド地方自治をめぐる全般的状況
　冒頭にも述べたように，近年のポーランドの経済成長に地方自治体経済の活性化が少なからぬ役割
を果たしている。本稿の目的は地方自治体財政の現状を明らかにすることだが，その前提としてまず
ポーランド地方自治制度の仕組みを明らかにしたい。
　ポーランドの地方行政制度改革は，1990体制転換初期から始まった。1990年に憲法改正と同時に地
方自治拡大の柱として，基本行政単位をグミナ（gmina）＝地方自治体基礎組織とすることが決定され
た。1999年改革では，県自治に関する法律４，県における政府行政に関する法律５，郡自治に関する法
律６，国家の基本的三層区分導入に関する法律７，その他の国家制度改革関連法修正８などによってさら
なる地方自治の拡大が図られ，全国に49あった県（województwo）が16の県に再編された（図２）。ポー
３　ポーランドの最近の経済状況については田口［2012］参照。
４　Ustawa z dnia 5 czerwca 1998 r. o samorządzie wojewódzkim （Dziennik Ustaw z 1998 r. Nr 91, poz. 576）．
５　Ustawa z dnia 5 czerwca 1998 r. o administracji rządowej w województwie （Dziennik Ustaw z 1998 r. Nr 91, poz. 577）．
６　Ustawa z dnia 5 czerwca 1998 r. o samorządzie powiatowym （Dziennik Ustaw z 1998 r. Nr 91, poz. 578）．
７　Ustawa z dnia 24 lipca 1998 r. o wprowadzeniu zasadniczego trójstopniowego podziału terytorialnego państwa （Dziennik Ustaw 
z 1998 r. Nr 96, poz. 603）．
８　たとえばつぎの法律など：Ustawa z dnia 24 lipca 1998 r. o zmianie niektórych ustaw określających kompetencje organów 
administracji publicznej w związku z reformą ustrojową państwa （Dziennik Ustaw z 1998 r. Nr 106, poz. 668）
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図２　1999年の地方行政制度改革による行政区分
□　県庁所在地　　○　県議会所在地 
注：
NUTS 1－地方（regiony）－県グループ （６）， 
NUTS 2－県（województwa） （16），マクロリージョン（makroregiony）
NUTS ₃－郡グループ（podregiony） （45）， 
NUTS 4－郡および郡と同格の市（powiaty i miasta na prawach powiatu） （379）， 
NUTS ₅－グミナ（gminy） （2489）
NUTS 1　　　 NUTS 2；県庁所在地／県議会所在地
中部地方　　　ウーチ県（województwo łódzkie）；ウーチ（Łódź）
　　　　　　　マゾフシェ県（województwo mazowieckie）；ワルシャワ（Warszawa）
南部地方　　　マウォポルスカ県（województwo małopolskie）；クラクフ（Kraków）
　　　　　　　シロンスク県（województwo śląskie）；カトヴィツェ（Katowice）
東部地方　　　ルブリン県（województwo lubelskie）；ルブリン（Lublin）
　　　　　　　ポトカルパチェ県（województwo podkarpackie）；ジェシュフ（Rzeszów）
　　　　　　　シフェンティクシシ県（województwo świętokrzyskie）；キェルツェ（Kielce）
　　　　　　　ポドラシェ県（województwo podlaskie）；ビャウィストック（Białystok）
北西部地方　　ヴィエルコポルスカ県（województwo wielkopolskie）；ポスナン（Poznań）
　　　　　　　ザホドニェポモージェ県（województwo zachodniopomorskie）；シュチェチン（Szczecin）
　　　　　　　 ルブシュ県（województwo lubuskie）；ジェロナ・グーラ（Zielona Góra）／ゴジュフ・ヴィエルコポルスキ
（Gorzów Wielkopolski）
南西部地方　　 ドルニィシロンスク県（województwo dolnośląskie）；県庁所在地（以下同様）：ヴロツワフ（Wrocław）
　　　　　　　オポーレ県（województwo opolskie）；オポーレ（Opole）
北部地方　　　 クヤヴィ・ポモージェ県（województwo kujawsko-pomorskie）；トルン（Toruń）／ビドゴシチ（Bydgoszcz）
　　　　　　　ヴァルミア・マズーリ県（województwo warmińsko-mazurskie）；オルシティン（Olsztyn）
　　　　　　　ポモージェ県（województwo pomorskie）；グダンスク（Gdańsk）
出所：注は筆者作成。地図はRzeczpospolita ［1₉₉₇．₇．2₇］ をもとに筆者作成。
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ランドは元々17県あったが，1975年６月１日から49県に細分化されていた。これは，当時のポーラン
ド統一労働者党政権が，県を細分化，二層化することによって中央の支配を強めるために行った改革
であった。1998年７月24日，国会は国家の基本的三層区分導入に関する法律を可決し，同法は1999年
１月１日から施行された。1989年以降の体制転換に伴い，地方自治の拡大が図られ，この県再編は地
方行政制度改革で一段落した。2012年８月１日現在で，基本行政単位であるグミナは合計2489，グミ
ナを地域ごとにまとめた郡（powiat）は379，県は16ある。政府は，この三層構造（県・郡・グミナ）
を基礎に地方自治制度を整備してきた。
　この改革は，様々な成果とともに問題も残した：
　⑴ 　町村が周辺諸国（チェコ，ハンガリー）よりも大きい規模でグミナに整理統合されていること
は，グミナ中心の地方自治を行なう上でより効率的であった。しかしながら，三層モデル（model 
trójstopniowy）を復活させたことにより，行政機構を肥大化させ改革のコストを膨らませた。また，
グミナに大きな権限を与えたことは，地域独自の強力な利権団体を生み出す結果となった。
　⑵ 　両大戦間期からの伝統であるデュアル・モデル（model dualistyczny）を踏襲し中央のコントロー
ルを残したことはポーランド地方行政制度改革の大きな特徴である（図３）。県地方長官は首相
図３　ポーランド地方自治体のデュアル・モデル
注：a 旧行政区分における県庁所在地などの一部の市は郡と同格（miasto na prawach powiatu）。
　　b グミナの長は，農村部ではグミナ長（wójt），人口10万人以上の市では市長（prezydent miasta）。
出所：著者作成。
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によって任命され，政府の政策を県段階で実施する９。一方，県知事は県議会議員の中から選出
され，地方独自の政策を実施する。県の下には郡（および郡と同格の市）があり，地域のインフ
ラ整備や社会政策を実施する。郡の下には基本行政単位であるグミナがあるが，実際にはグミナ
長（市長）が大きな決定権を持っている。このような構造は，政府と地方自治体の政策および財
政政策での協調を念頭においたものだが，実際には問題や課題によって対応するレベルが様々で，
しばしば対立や権限の混乱が起こっている。また，県地方長官も県知事も住民の直接選挙で選ば
れていないことを問題視する声もある。
　⑶ 　県の数を整理できた一方，県内の県庁所在地と農村部の格差（予算，投資，労働力，教育等）
が生じるなどの問題を残した。
　さて次に，ポーランド地方自治体経済の全般的状況を概観したい。
　図５〜７は，県別のGDP格差の広がりを示している。横軸は，GDPの全国平均を100として，県別
一人当たりのGDP（GRP）を比較したものである。縦軸は2000年（図５）および2003年（図６，７）
を基準として，GDPがどのくらい成長したかを示している（2000年および2003年固定価格）。円の大
９　Ustawa z dnia 23 stycznia 2009 r. o wojewodzie i administracji rządowej w województwie （Dziennik Ustaw z 2009 r. Nr 31, poz. 
206）．
図４　高速道路と幹線道路建設計画
注：太い白線は高速道路（autostrady），細い白線は幹線道路（drogi ekspresowe）。
　　A 1　グダンスクから南に下りアテネに繋がる高速道路。
　　A 2　ベルリンからワルシャワを通ってミンスク（ベラルーシ），モスクワに繋がる高速道路
　　A 4　 ベルリンから西南部産業都市，クラクフを通ってルヴフ，キエフ（ウクライナ）に繋がる高速道路
出所：Ministerstwo Infrastruktury ［2011］，p. 8.
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きさは，その県のGDPの規模を示している。
　図５（EUに加盟した2004年）を見ると，ザホドニェポモージェ県を除いて貧しい県も豊かな県も
2000－2004年のGDP成長が121－128ポイントの範囲に入っている。すなわち，EU加盟直前は貧しい
県もそれなりに成長していることがわかる。一方で，一人当たりのGDPの県別格差を見ると，マゾフ
シェ県が150ポイント以上であるのに対し，東部地方のポドラシェ県，ルブリン県，ポトカルパチェ県，
シフェンティクシシ県，北部地方のヴァルミア・マズーリ県などの，いわゆる「東の壁」と呼ばれる
地域は70〜80ポイント周辺に固まっている。
　EU加盟２年後の2006年（図６）を見ると，県が縦および横に散らばってきていることがわかる。まず，
2000－2004年のGDP成長が121〜128ポイントの範囲に収まっていたのが，2003－2006年のGDP成長は
119〜131ポイントの範囲に拡がっている。また，格差も2004年に70〜152ポイントの範囲に収まって
いたのが，2006年には68〜160ポイントの範囲に拡がっている。特に首都ワルシャワのあるマゾフシェ
県が突出している。このことは，FDIが集中する首都の成長が高まり，国内の経済格差が拡大したこ
とを示している。実際に，2008年５月の首都ワルシャワの失業率は2.4％で，事実上人手不足の状態
であったが，FDIが入ってこない同じマゾフシェ県シドウォビェツ郡（Szydłowiec）では，失業率が
30.8％に達した（Urząd Komitetu Integracji Europejskiej［2009］ ，pp. 254⊖255）。
　2008年には，こうした格差拡大の傾向はさらに鮮明になった（図７）。まず，経済規模で大きな格
差が確認できる。2008年の県別GDPをみると，ワルシャワ，カトヴィツェなどの大都市を抱える県の
成長が確認できる：マゾフシェ県―2,741億4,200万ズウォティ，シロンスク県―1,679億4,800万ズウォ
ティ，ヴィエルコポルスカ県―1,184億7,100万ズウォティ，ドルニィシロンスク県―1,035億3,400万ズ
図５　県別一人当たりGDP（2004年）
注：横軸は県別一人当たりGDP（GRP），縦軸は2000年を100とした県別GDP（GRP）の成長指数（固
定価格ベース）。
出所：Główny Urząd Statystyczny［2007］，p. 17. グループ化（円で囲んだ部分）は筆者。
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図６　県別一人当たりGDP（2006年）
注：横軸は県別一人当たりGDP（GRP），縦軸は2003年を100とした県別GDP（GRP）の成長指数（固
定価格ベース）。
出所：Główny Urząd Statystyczny［2009］，p. 17. グループ化（円で囲んだ部分）は筆者。
図７　県別一人当たりGDP（2008年）
注：横軸は県別一人当たりGDP（GRP），縦軸は2003年を100とした県別GDP（GRP）の成長指数（固
定価格ベース）。
出所：Główny Urząd Statystyczny［2011a］，p. 17．グループ化（円で囲んだ部分）は筆者。
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ウォティ。一方，農村地帯は成長力がなく，マゾフシェ県とオポーレ県のGDP格差は９倍以上になっ
ている：ポドラシェ県―291億2,400万ズウォティ，ヴァルミア・マズーリ県―353億9,400万ズウォティ，
オポーレ県―293億6,300万ズウォティ（Główny Urząd Statystyczny［2011a］，p. 16）。また，規模の小
さな県の成長力と所得が低く，規模の大きな県の成長力と所得が高いことが明確に示されている。
　歴史的には，比較的開発の進んだポーランドAと，開発の遅れたポーランドBおよびポーランドC
（またはポーランドB，Cを合わせてポーランドBと総称）の格差問題が一貫して存在している（図８）。
社会主義時代に一定程度の格差縮小が進行したが，現在は再び格差が開き始め，これが後で述べる地
域政策をめぐる政党間の対立の根源となっている。ただし，細かく見ると状況は複雑である。2004年
のEU加盟以降，もっとも所得を上昇させたのは農民である。この背景には，EUの農業支援と近年の
世界的農産物価格上昇がある（田口雅弘［2008］，p. 53）。しかしながら，農民の間にもEU支援の対
象となり近代化に成功した農民と自給自足に近い状態に陥っている農民との格差が広がっている。大
規模農業に適さない山間部や交通の便が悪い東部地区が取り残される結果となっている。他方，一番
GDPの規模が大きいマゾフシェ県においても，経済を牽引しているのは主にワルシャワ市であり，県
内の周辺農村部では，全国平均と比較しても所得が低く失業率が高くなっている。すなわち，経済の
牽引力が都市部に集中しており，これを経済の牽引力としてさらにてこ入れして蜜が周辺の農村地域
に回るのを待つのか，構造的に拡大する格差に歯止めをかけバランスのとれた経済構造を確立するの
かが，政策上の大きな論点である。図９は，グラヴィティ・モデルによる都市の社会・経済吸引力を
図８　ポーランドＡ，Ｂ，Ｃ（両大戦間期の地図）
出所：Encyklopedia［1981］，p. 105.
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注： 国境付近の色が濃くなっているが，これは元の図がカラーで，330分以上の所要時間が次第に濃
い緑で表示されていたためで，ここでは無視して考える。
出所：Rada Ministrów［2012］，p. 262.
ワルシャワまでの所要時間
図10　自動車によるワルシャワまでの所要時間
2008年 2013年
図９　グラヴィティ・モデルによる都市の社会・経済吸引力
　GDPに占める郡（Powiat）経済の規模（％）
出所：Rada Ministrów［2012］，p. 246.
GDPに占める割合（％）
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示したものである。都市の人口，経済規模と各郡までの距離をベースとして算出した理論上のモデル
であるが，一部の大都市圏の吸引力が圧倒的に強いことがわかる。現在，ポーランドの人口3,819万
人のうち1,267万人，つまり国内人口の３分の１（33.2％）は大都市（郡と同格の市）に住んでいる。
また，1,879万人，つまり国内人口の約半分（49.2％）はいわゆる都市（gminy miejskie）に住んでい
る（Główny Urząd Statystyczny［2011b］，p. 10）。図10は自動車によるワルシャワまでの所要時間を
2008年と2013年（完成予定道路を考慮）で比較したものである。高速道路，幹線道路の完成は，都市
部への通勤時間を縮め，流通を活性化しているが，そのことは同時に，都市経済の集積効果を高め，
格差拡大を促進する負の副産物も生んでいる。
　このように，県の間の経済格差と並んで，都市・農村格差も大きな政治課題となっている。
３．EU地域政策とポーランドの地方自治体
　EUの拡大に伴い，地域政策において格差是正はますます重要性を増している。EUにおける地域政
策は，「地域政策」，「構造政策」，「結束政策」などが基礎となっている。具体的には，欧州連合（EU）
は，深化と拡大を通じた統合を強力に推進する上で，加盟国間・地域間の経済・社会的不均衡の是正
および不均衡拡大予防を重要課題と位置づけ，特に2007－2013年は地域の成長と雇用の拡大が大きな
課題である。同政策への予算支出は，EUの総予算の３分の１を占めている（表１）。
　これらの政策の中で，結束政策は地域間格差を是正する上で重要な役割を果たしている。結束政策
は，「単一欧州議定書」（1988）では，地域間経済格差の縮小や市場統合に伴って生じる経済的・社会
的不均衡の是正を「経済的・社会的結束」（第３部第５編）と定義されている。またアムステルダム
条約では，「経済的・社会的結束」を「諸地域の発展段階における格差や最も恵まれない地域の後進
性を軽減すること」（第158条）と定義し，経済的・社会的結束にさらに地域的結束という概念を加え
ている。もう少し具体的にいえば，欧州統合の大きな目的は経済・社会的格差，地域間格差の是正
であり，それを結束政策によって政策的，予算的に是正，予防しようというものである。とりわけ，
表１　2007−2013年のEU予算
目　　的 単位：10億EURO， 2004年価格 ％
１a． 成長と雇用拡大に向けた競争力強化 72.1 8.4
１b． 成長と雇用拡大に向けた結束 307.6 35.7
２．資源の確保と管理 371.2 43.1
　　うち：市場関連支出 293.1 34.0
３．市民生活，自由，治安と司法（EU連帯基金を除く） 10.3 1.2
４．グローバルプレーヤーとしてのEU（欧州開発基金を除く） 50.0 5.8
５．行政関連支出総額 50.3 5.8
６．補償　（ブルガリア／ルーマニア） 0.8 0.1
合計 862.4
EU27全体のGNIに占めるEU予算の割合（％） 1.045％
出所：http://ec.europa.eu/budget/figures/fin_fwk0713/fwk0713_en.cfm#cf07_13 より算出・作成。
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2004年における旧社会主義諸国のEU加盟を中心としたEUの東方拡大，2007年のブルガリア，ルーマ
ニアEU加盟で，大きな域内経済格差が生じた。これらの諸国の州や県が自主的に企画するプログラ 
ムに助成を行い，これらの地域をいかに成長させ，雇用を拡大し，持続的成長に向けて技術革新を行
う力を植え付けていくかは大きな課題となっている。2007－2013年結束政策のプログラムでは，格差
是正，地域の競争力と雇用，欧州地域協力が柱となっていて，そこに結束基金，欧州地域開発基金
（ERDF），欧州社会基金（ESF），欧州農業指導保証基金（EAGGF），漁業指導基金（FIFG）などがつ
ぎ込まれる。
　結束基金で格差是正（convergence）の対象となる地域は，EU27カ国の一人当たりGDP平均の75％
に満たないNUTS2地域（ポーランドでは県レベルのマクロリージョン）で，図11では色の濃い地域
である。結束基金の80％以上がこの目的に支出される。具体的には，旧社会主義諸国地域，ポルトガ
ル，スペインの一部，イタリアの一部，ギリシャの一部などである。しかしながら，最近はチェコな
どが75％を超え，全地域が対象となっていたポーランドでも，マゾフシェ県が2003年以降75％を超え
るなど，キャッチアップが確認できる（表２，図13）。
　EU結束基金は，2007－2013年の全国結束戦略に基づく県別オペレーション・プログラムの予算実
施計画を見ると，住民一人当たり額では全般的に発展の遅れた県に手厚く配分する計画になっている
が，必ずしも経済格差に比例した配分にはなっていない（表３）。住民一人当たり額では，ヴァルミア・
マズーリ県，シフェンティクシシ県，ポドラシェ県といった発展の遅れた県に続いて，首都のあるマ
ゾフシェ県により多くの資金が配分される計画になっている。総額で見ると，マゾフシェ県への配分
が飛び抜けて多い。プログラムの中心はインフラ整備，環境保護であるが，そのほかに都市部にはイ
ノベーション促進プログラムや人材育成プログラムの資金がより多く計画されており，また比較的発
図11　結束基金の対象となる地域
注：色の濃い部分が，結束基金の対象となる地域。
出所： http://ec.europa.eu/regional_policy/atlas2007/
maps/eu25gif32nodither.gif
図12　一人当たりGDPの変遷（1997−2008年）
 （EU27 = 100）
出所： Eurostat （http://epp.eurostat.ec.europa.eu/tgm/table.do?tab=table
&init=1&plugin=1&language=en&pcode=tsieb010）のデータを基
礎に筆者作成。
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図13　主要地域の一人当たりGDPの変遷（1998−2009年）
 （EU27 = 100）
出所： Eurostat （http://epp.eurostat.ec.europa.eu/tgm/table.do?tab=table&init=1&pl
ugin=1&language=en&pcode=tgs00006）のデータを基礎に筆者作成。
表２　各県の一人当たりGDPの変遷（1998−2009年）
（EU27 = 100） 
1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
ウーチ県 42 44 43 43 44 45 47 47 48 50 52 55
マゾフシェ県 71 74 73 74 74 76 77 81 83 87 89 97
マウォポルスカ県 43 42 42 40 41 42 43 44 45 47 49 52
シロンスク県 52 52 52 51 53 53 57 55 55 58 61 65
ルブリン県 35 34 34 34 34 35 35 35 35 37 39 41
ポトカルパチェ県 36 35 34 33 34 35 35 35 35 37 39 42
シフェンティクシシ県 37 38 37 36 37 38 39 38 39 42 45 47
ポドラシェ県 37 36 36 37 37 37 38 38 38 40 41 45
ヴィエルコポルスカ県 50 51 51 50 50 51 54 55 55 57 59 65
ザホドニェポモージェ県 47 49 49 47 47 46 47 48 47 49 51 53
ルブシュ県 43 44 43 42 42 42 45 46 46 48 48 52
ドルニィシロンスク県 48 51 50 48 50 50 51 53 55 59 61 66
オポーレ県 42 41 41 39 39 39 43 43 42 45 48 50
クヤヴィ・ポモージェ県 44 43 44 43 44 44 45 45 45 47 49 51
ヴァルミア・マズーリ県 37 38 38 36 37 39 39 39 39 40 42 45
ポモージェ県 47 49 48 47 48 48 49 50 51 54 53 59
注：ボールドの部分は，県の一人当たりGDPがEU27カ国平均の75％を超えている。
出所： Eurostat （http://epp.eurostat.ec.europa.eu/tgm/table.do?tab=table&init=1&plugin=1&language=en&pcode=tgs00006）のデー
タを基礎に筆者作成。
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展の遅れた東部地域には特別にポーランド東部発展プログラムが用意されている。
４．ポーランドの政治状況と地方自治政策
　ポーランドの地方自治政策は，政党によって大きく方針が異なる。したがって，総選挙の結果が地
方の発展戦略にも大きな影響を与える。
　ポーランドでは，リベラル･中道右派の市民プラットフォーム（PO）と保守派・右派の法と正義（PiS）
が議席の５分の４を占めていた。しかしながら，いずれも過半数を確保できず，第１党の市民プラッ
トフォームがポーランド農民党（PSL）と連立を組み，2007年以降政権を維持してきた（首相は市民
プラットフォーム出身のトゥスク氏）。
　2010年４月に法と正義出身のカチンスキ大統領が事故により死亡し，大統領選が前倒しで行われた。
その結果，市民プラットフォーム出身のコモロフスキ氏が大統領に就任した。こうして，大統領と首
相が別の政党からでている状態から，両方とも市民プラットフォームが占める状態になった。
　2011年10月10日に国会下院，上院の総選挙が行われた。2011年の総選挙は，2007年総選挙と比較し，
市民プラットフォームは２議席減，法と正義は９議席減，ポーランド農民党は３議席減，民主左翼連
合（SLD）は26議席減となった。新しく結成されたパリコット運動（RP）は，一気に40議席獲得した。
パリコット運動は，市民プラットフォームを離党したルブリンのパリコット下院議員が立ち上げた政
党で，宗教の授業廃止，堕胎法緩和，上院の廃止など，軽い麻薬の容認など，リベラルな政策を打ち
表３　2007−2013年全国結束戦略に基づく県別オペレーション・プログラムの予算実施計画
総　　額 住民一人当たり額
100万EURO ％ EURO 全国＝100
ウーチ県 4735.0 5.32 1845.1 79.0
マゾフシェ県 15206.5 17.10 2940.3 125.8
マウォポルスカ県 6306.0 7.08 1927.7 82.5
シロンスク県 8182.1 9.18 1752.4 75.0
ルブリン県 5426.8 6.09 2497.6 106.9
ポトカルパチェ県 6106.7 6.85 2911.3 124.6
シフェンティクシシ県 4349.5 4.88 3398.6 145.4
ポドラシェ県 3917.5 4.40 3275.2 140.2
ヴィエルコポルスカ県 5830.3 6.54 1725.7 73.9
ザホドニェポモージェ県 4378.4 4.91 2586.5 110.7
ルブシュ県 2205.1 2.48 2186.5 93.6
ドルニィシロンスク県 5708.7 6.41 1980.6 84.8
オポーレ県 1754.8 1.97 1684.2 72.1
クヤヴィ・ポモージェ県 4845.3 5.44 2344.8 100.3
ヴァルミア・マズーリ県 5059.0 5.68 3545.5 151.7
ポモージェ県 5074.5 5.70 2302.8 98.6
出所：Szafran ［2010］，p. 129.
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出している。パリコット運動は，とりわけ若者に支持された。一方，60歳以上の有権者の38％が法と
正義を支持した。また，左翼民主連合（SLD）は議席を半減させて存亡の危機に立った。市民プラッ
トフォームとポーランド農民党で234議席と過半数の231議席をわずかながら上回ったので，連立政権
は維持されることとなった（表４，５，６）。
　市民プラットフォームは，2011年の選挙キャンペーンで『次の一歩　ともに歩もう　選挙プログラ
ム2011』で地域政策の基本姿勢を述べている（Platforma Obywatelska［2011］，pp. 148⊖153）：「一部の
地域は，ひとつの大きな建設現場を想起させる。これまで，ポーランドほどEUからこれほど大きな
財政的支援を得た国はなく，EU資金をこれほどまでしっかりと利用した国はない。（…）市民プラッ
トフォームの政権下では，EUの平均的な豊かさとの格差を驚くべきテンポで埋めつつある。2007年
にEU平均の54％であったが（2005年は52％），現在は３分の２に近づきつつある。」
　また，ポーランド東部開発については，経済競争力の強化，インターネットの普及，県庁所在地の
表４　各政党の得票率
政　　党 得票数 得票率
市民プラットフォーム（PO） 5,629,773 39.18％
法と正義（PiS） 4,295,016 29.89％
パリコット運動（RP） 1,439,490 10.02％
ポーランド農民党（PSL） 1,201,628 8.36％
民主左翼連合（SLD） 1,184,303 8.24％
ドイツ少数者党（MN） 28,014 0.19％
出所：Państwowa Komisja Wyborcza［2012c］．をもとに作成。
表５　各政党の獲得下院議席数
党　　派 議席数 前回議席数
市民プラットフォーム（PO） 207 209
法と正義（PiS） 157 166
パリコット運動（RP） 40 －
ポーランド農民党（PSL） 28 31
民主左翼連合（SLD） 27 53
ドイツ少数者党（MN） １ １
＊下院の議席数は460議席。過半数は，231議席。
注：なお，当選者で知事に就任するなどの理由で辞退した者が若干名いる。
出所：Państwowa Komisja Wyborcza［2012a］をもとに作成。
表６　各政党の獲得上院議席数
党　　派 議席数 前回議席数
市民プラットフォーム（PO） 63 69
法と正義（PiS） 31 39
ポーランド農民党（PSL） ２ ０
その他 ４ １
注：上院の議席数は100議席。
出所：Państwowa Komisja Wyborcza［2012b］をもとに作成。
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メトロポリス化などを掲げている。つまり，次の項目を地域経済発展戦略としている：
　⑴　EU結束基金をベースにした経済全体の発展加速。
　⑵　経済構造の近代化，近代的産業で求められる人材育成。
　⑶　都市の発展を軸とした経済発展
　元々都市の市民を支持基盤とした政党，親EU派政党であるだけに，こうした政策が掲げられるの
は理解できる。実際に，現政権の経済政策は概ねこうした方針に沿っている。しかしながら，メトロ
ポリス化については，政党内でも綱引きが続いている。カトヴィツェをメトロポリス化のモデルとし
てここに資金を集中したいグループ（特に地元国会議員・地元有力者），各県庁所在地をメトロポリ
ス化したいグループ，メトロポリス化そのものに懐疑的なグループなどが対立し，法案がまとまらな
い状況である。ここに，都市の地位を持つ郡の力が強まることを懸念するグミナの代表や逆にそれを
促進しようとする利害団体が絡み，問題をさらに複雑にしている。
　都市レベルの競争力強化はEUの方針でもあるが，メトロポリス化が地域経済の安定と発展にどの
程度貢献するかは議論が多いところである。メトロポリス法案の成立は，市民プラットフォームの
2001年総選挙の公式マニフェストであるものの，実現の道は険しいといえる。
　一方，法と正義は政党の地域発展政策プログラムの中で次のように述べている：「経済発展の刺激
策でおいては，（…）社会的目的，エコロジー的目的，地域インフラの整備を達成するための均衡の
とれた文明的な発展を主要な目的とするべきである。（…）この政策のもっとも重要な政治的課題は，
発展の機会均等と我が国の発展が遅れた地域が見捨てられることがないように活動することである。
（…）EUの必要に応じて作成されたスタンダードに合わせたり，ポーランドとは違った社会・経済発
展段階にあるEU15カ国の経験を，違ったレベルの発展の問題を抱えたポーランドに適用してはいけ
ない。（…）外部からの公的支援から自立しなくてはならない」（Prawo i Sprawiedliwość［2007］）。
　ここでは，２つの重要な点を述べている：
　⑴　法と正義の地域発展政策の柱は地域間格差の縮小である。
　⑵　EUの政策に懐疑的で，EU資金に依存しない発展を画策している。
　法と正義は，その他の文書等において，おおよそ次の様な論拠をあげて市民プラットフォームの地
域政策に反対している：
　⑴ 　EU資金への依存は，EUの地域政策に政府の地域政策，県の経済発展政策が従属してしまうこ
とにつながる。
　⑵ 　県同士の競争は県当局の義務であって，政府の義務は競争力のある地域に特権を与えることで
はなく，地域間格差の是正に取り組むことである。
　⑶ 　「新しい投資を一部の“機関車”となりうる地域に集中することによって経済全体を牽引する」
という発想は，経済的に弱い地域の伝統的産業を固定化することにつながり，地域格差が広がり
経済的に二分化現象が進行する。
　このように，政権党の市民プラットフォームと野党第一党の法と正義では，地域政策のコンセプト
が大きく異なる。市民プラットフォームは都市で広い支持を獲得しており，法と正義は農村で強い支
持を得ている。市民プラットフォームは親EU派でEU結束基金の活路を見出しているが，法と正義は
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EUに懐疑的で自立した地域政策を模索している。さらに，市民プラットフォームはメトロポリスを
中心とした経済牽引地域（都市）の育成に力を入れるが，法と正義は全国的な格差是正こそが重要と
考える。また，有権者の支持をベースに考えれば，市民プラットフォームが都市市民をベースに，一
方法と正義が貧しい地域の立場に立って地域開発の論理を構築するのは当然であろう（図14）。
５．ポーランド地方自治体の財政状況
　ポーランド地方自治体は，分権化の進展（グミナの大きな権限）と国家による税源の確保によって
特徴づけられる。
　ポーランドの地方自治は，前述のように体制転換の初期からグミナを中心とし，地方に大幅な権限
を与える改革を進めてきた。一方で，大幅な財源移譲は行なわず，基本的な財源は国家によって徴収
し，それを定められた基準にしたがって地方自治体に分配するという方式を採用してきた。この方式
の評価については本稿の課題ではないが，近年まで地方自治体の健全財政に貢献してきたことは事実
である。
　地方自治体の収入は，個人所得税（PIT），法人所得税（CIT），独自に収入などを合わせた自己収
入（dochody własne）と，国からの補助金，交付金などによって構成される。その構成は表７に示し
た。個人所得税，法人所得税は，自己収入に含まれるが，徴収は国が行ない，一定の基準にしたがっ
て主にグミナに直接配分される。現在，自己収入は地方自治体総収入の約半分を占めている。個人所
得税，法人所得税歳入に占める地方自治体財政の割合は，表８に示した。また，全国の自治体全体に
図14　2011年選挙における郡別市民プラットフォーム支持率
出所：Państwowa Komisja Wyborcza［2012a］．
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占める個人所得税，法人所得税の割合は，2010年で個人所得税34.2％，法人所得税7.8％である（Główny 
Urząd Statystyczny ［2011b］，p. 32）。独自の収入には，固定資産税，自治体企業等の収益，農業税，森
林税，相続税，贈与税，その他，公共施設等使用などからの収入などがある。このほか，地方公共団
体間の財政不均衡を是正し必要な財源を保障するため，豊かな県の収入の一部を貧しい県にまわして
格差を埋める「ヤノシク税」（janosikowe）という制度もある10。国からの収入には，主に目的補助金
と一般交付金がある。目的補助金（dotacje celowe）とは，使途を特定して地方自治体に交付する資金
で，具体的な事業に対して支出される。また，一般交付金（subwencja ogólna）とは，必要な財源を
保障するため，国から地方自治体に対して交付される資金で，いわゆる地方交付税交付金である。
　ポーランド政府は，近年強力に財政を緊縮している。2010年のGDPに対する財政赤字の割合は8.0％
であったが，2011年には5.6％に圧縮，2013年にはさらに3.0％にすることが予定されている11。また，
10　「ヤノシク税」は，地域格差を是正に貢献したが，前述のように，豊かなマゾフシェ県の中にも失業率が高いグミナ
やインフラ整備が遅れている地域があり，こうした地域を中心にこの税に対する反発も強い。
11　歳入を確保するために，2011年に付加価値税（VAT）が多くの商品で１％引き上げられた。一方歳出では，2012年５
月に，財政赤字削減政策の一環として新しい年金法が採択された。大統領の署名を経て2012年から施行で，男女とも年
金受給開始年齢が67歳となる（現在，受給開始年齢は男性65歳，女性60歳だが，体制転換期に国営企業の人員削減が主
な目的で導入された早期退職制度の影響で，平均するとこれより数年早く実質的に年金生活に入っている）。段階的に
引き上げられるので，完全に67歳受給になるのは，男性が2020年，女性が2040年。
表７　地方自治体の収入構造（2000−2010年）
（％）
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
総収入 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
自己収入 41.7 40.8 41.9 43.5 51.5 53.5 53.7 56.4 55.0 48.6 48.2
目的補助金 22.7 22.2 21.0 16.4 14.3 15.1 16.8 15.6 16.7 22.1 22.8
一般交付金 35.6 37.0 37.1 40.1 34.2 31.4 29.5 28.0 28.4 29.3 29.0
注： 「目的補助金（dotacje celowe）」とは，使途を特定して地方自治体に交付する資金。「一般交付金（subwencja 
ogólna）」とは，必要な財源を保障するため，国から地方自治体に対して交付される資金。
出所：Klank ［2012］，p. 76.
表８　個人所得税（PIT），法人所得税（CIT）歳入に占める地方自治体財政の割合（2006−2010年）
合計 グミナ 郡 県
％
2006
PIT
CIT
47.80 35.95 10.25 1.60
24.01 6.71 1.40 15.90
2007
PIT
CIT
48.07 36.22 10.25 1.60
24.01 6.71 1.40 15.90
2008
PIT
CIT
48.34 36.49 10.25 1.60
22.11 6.71 1.40 14.00
2009
PIT
CIT
48.57 36.72 10.25 1.60
22.11 6.71 1.40 14.00
2010
PIT
CIT
48.79 36.94 10.25 1.60
22.86 6.71 1.40 14.75
出所：Główny Urząd Statystyczny［2011b］，p. 20.
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地方自治体の財政は，GDPの11〜12％程度で大体安定しているが，近年はGDPより早いテンポで地方
財政が拡大してきた。地方財政にも緊縮の圧力が強まっている。
　2011年の公共支出はGDPの約45.8％であったが，2012年には43.7％，2013年には41.0％に圧縮され
る予定である（Instytut Nauk Ekonomicznych Polskiej Akademii Nauk［2011］，p. 36）。公共投資がどの
程度直接GDP成長に影響するかは難しいところであるが，近年公共事業大きく依存してきた地方経済
にとって，大きな打撃であることは明らかであろう（図15）。
　2004－2010年の地方自治体の収支状況は表９に示した。2007年の赤字自治体数は1046であったが，
2010年には2490に急増している。これまでの分析も含めて，赤字財政の原因は次のように想定できる：
　⑴ 　全般的な経済成長の鈍化により，自治体自己所得の中心である個人所得税，法人所得税歳入が
伸び悩んだ。
　⑵ 　地方自治体は，体制転換で多くの不動産の所有権を獲得し，この運用益，売却益が自治体財政
を大いに支えてきたが，売却が一段落したこと，不況による不動産価格の下落で収入が減少した
ことが自治体歳入にマイナスの影響を与えている（ただし不動産税収入は増加している）。
　⑶　EUの経済悪化で，頼みの基金からの支援が減少している。
　⑷ 　財政赤字の縮小を目的に国家財政緊縮政策がとられており，目的補助金，一般交付金の伸び率
が頭打ちになっている。
図15　公共投資の推移
 （％）
注：2011〜2013年は，欧州委員会の推定。実際には，推定値より若干低い。
出所：Instytut Nauk Ekonomicznych Polskiej Akademii Nauk［2012］，p. 38.
表９　地方自治体の収支状況（2004−2010年）
（件＝自治体数）
2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
黒字自治体数 1258 1535 　929 1762 1515 　668 　319
赤字自治体数 1550 1273 1879 1046 1283 2140 2490
出所：Klank［2012］，p. 87.
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　⑸　近年の大規模な自然災害（広範囲にわたる洪水等）の対策費が自治体財政を圧迫している。
　⑹　公共事業で近年資材，エネルギー価格が上昇した。
　⑺ 　地方自治体議会選挙がある年は，自治体の現政権が権力を維持するため地方自治体支出を増や
す傾向にある（たとえば2010年に一斉地方選挙があった）。
　今後も，赤字に転落する地方自治体が増えることが予想される。ポーランド・ウクライナ共同開催
のEURO2012（欧州サッカー大会）が終了して，今後の大規模な公共事業があまり見込めない上，欧
州の経済見通しが不確実である，政府が緊縮財政を堅持している，などの理由から，自治体も財政支
出には慎重になっている。さらに，EUとの2014－2020年構造基金，結束基金に関する交渉がポーラ
ンド側の期待通り進展せず，金額が圧縮されることが予想される上，実質的なプログラム実施がずれ
込むことが考えられ，今後の公共事業も慎重にならざるを得ない。ただし，EU基金については，地
方財政に直接組み込むのではなく，多年度決算の別会計で支出される。
　冒頭にものべたように，ポーランド経済成長の一端を担ってきたのは，健全な地方財政と旺盛な公
共投資であった。地方自治体の赤字化が続き，活発な公共投資が見込めないことは，国家の経済成長
にも大きなマイナスとなることが考えられる。
まとめにかえて
　以上，ポーランド政治・経済全般と地方自治体財政の分析を通じて，次の点が確認できる：
　⑴　ポーランド経済は，世界経済危機以降も堅実な経済パフォーマンスを維持している。
　⑵ 　ポーランドの県別経済成長，一人当たり経済規模の格差を見ると，それが拡大傾向にあること
がわかる。
　⑶ 　ポーランドの２大政党の間では，大きな政策に違いが確認できる。政権党の市民プラットフォー
ムは，EU結束基金をテコとして都市経済が牽引する経済成長モデルを目指しているが，野党第
一党の法と正義は，ポーランド独自の政策に基づいた国内格差解消を主要な目標に掲げている。
　⑷ 　ポーランド地方自治体は，分権化の進展（グミナの大きな権限）と国家による税源の確保によっ
て特徴づけられる。このモデルが，地方自治体の財政的安定を保証してきた。
　⑸ 　体制転換で多くの国家所有不動産が地方自治体所有に変更され，この運用益，売却益が自治体
財政の安定に貢献してきた。
　⑹ 　安定的ポーランド経済成長のひとつの柱となってきた地方自治体で，赤字に転落する自治体が
記録的に増加している。その理由は，不況による税収の伸び悩み，不動産価格の下落，公共事業
関連資材，エネルギーの高騰，近年多発する自然災害など，複数ある。
　⑺ 　自治体赤字を背景とした全般的な緊縮政策，EU結束資金からの支援が減少することによる公
共事業の減少とそれによる地方経済へのマイナスの影響が予想され，それが少なからずポーラン
ド経済の成長に影響をおよぼすものと考えられる。
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Political-Economic Situation and the Financial
Condition of Local Governments in Poland
Masahiro Taguchi
Abstract
　This paper conducts a critical analysis on the political-economic situation of Poland and the current financial 
condition of the Polish local governments.
　Poland was the only country in the EU that avoided recession in 2009, i.e. just after the financial crisis it 
the world in 2008. While a number of studies suggest that the strong exports and individual consumption 
expenditures have been supporting the economy, they tend to miss the crucial fact that local government finance 
in the country is relatively well-balanced, and it became one of the factors of the economic stability.
　Aiming at examining such curious steadiness of the Polish local governments, this paper first focuses on the 
political and economic situation in Poland to understand the background of the financial condition of the local 
governments. Secondly, the system of local autonomy and its changes will be reviewed. Thirdly, the paper 
outlines the current political situation of the country, particularly the outcome of the general election held in 
2012. Different regional strategies of the major political parties will be analyzed as well. Finally, the condition 
of local government finance will be examined to clarify their problems and challenges.
　From the analysis of this paper, the following points will be elucidated:
　(1) The solid economic performance has been maintained in Poland even after the global economic crisis.
　(2) The disparity of economic growth by prefecture and the disparity of the domestic product per capita by 
prefecture both show observable trend of its increase.
　(3) There is a big difference in the regional policy between the two major political parties in the country. 
The ruling party, the Civic Platform (Platforma Obywatelska; PO), bases its policy on the EU cohesion 
fund and adopts the economic growth model, in which the economies of metropolises are the engine 
to lead the country’s economy. On the other hand, the main opposition party, Law and Justice (Prawo i 
Sprawiedliwość; PiS), sets the liquidation of domestic disparities based on the “Polish” policies as its 
main goal.
　(4) The local government system of Poland is characterized by the great authority of commune (gmina) and 
the securing of tax revenue by the state. This model has been ensuring financial stability of the local 
government.
　(5) Many state-owned real estates have been changed to come under local government ownership during the 
period of systemic transformation. The incomes from the real estates and gains upon their sale have been 
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contributing to the stability of local government finance.
　(6) Local governments have been one of the factors of Poland’s stable growth. However, many local 
governments recently started to fall into deficit. The causes of the deficit are as follows: a slowdown in 
tax revenues due to the recession; the falling real estate prices, the rising prices of construction materials 
for public works; the rising energy prices; and natural disasters that occur frequently in recent years.
　(7) The reduction policy of the state budget, directly bound up with the tighter condition of local government 
finance, as well as the decrease of financial supports from the EU Cohesion Fund and its related cuts 
in budgets for public works, has a negative impact on the local economy. They consequently affect the 
growth of the Polish economy to cause its slowing down.
